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⑨金沢市監査公表第17号

地方自治法(昭和22年法律第67号)第199条第12項の規定により、金沢市長から監査の結果に基づき措置を講じた

旨の通知があったので、次のとおり公表します。

平成28年 7月 1日

1 財務事務監査

(1)措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等

(3) 監査結果の公表年月日

(4) 監査の結果及び措置の内容

金沢市監査委員 西

金沢市監査委員 中

金沢市監査委員 田

金沢市監査委員 松

平成28年 6月17日

文化スポーツ局文化財保護課

平成28年 1月12日(平成27年監査公表第 1号)

村

島

中

井

賢

秀

展

純

了

雄

郎

監査の結果(指摘事項等) 措置の内容(改善等内容)

「旧田上家」の物品について、取得手続がなされてい 将来的な建物の公開活用を見据え、旧田上家の歴史的

ないので、適正を期す必要がある。なお、取得する際に な空間を構成するために欠く乙とのできない物品につい

は受入れの目的を明確にした上で、措置を講じられたい。 て、金沢市寄附採納事務処理要綱に則った事務処理を行

い、平成28年3月 1日付で物品の取得手続を完了した。

⑨金沢市監査公表第18号

地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の38第6項の規定により、金沢市長及び金沢市教育委員会教育長から

監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表します。

平成28年7月1日

1 包括外部監査

(その 1) 

(1) 措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等

(3) 監査結果の公表年月日

(4) 監査の結果及び措置の内容

金沢市監査委員 西

金沢市監査委員 中

金沢市監査委員 田

金沢市監査委員 松

平成28年 5月31日

都市政策局交通政策部歩ける環境推進課

平成21年4月8日(平成21年監査公表第8号)

村

島

中

井

賢

秀

展

純

了

雄

郎
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監査の結果(指摘事項等)

-荷捌き駐車場の設置について

意見

荷捌き駐車場の設置については、常に荷捌き対策が必

要な路線・地区を把握し、適Ifな位置での駐車場確保を、

費用対効果も踏まえて検討する必要がある。

(その 2)

(1)措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等

平成28年 5月31日

総務局人事課

措置の内容(改善等内容)

柿木畠荷捌き駐車場については、国道157号の渋滞の

発生状況や商!苫街からの要望、また、利用件数が減少傾

向であったことを踏まえ、平成27年9月をもって廃止し、

市が確保する荷捌き駐車場は、多くの荷捌き車両が利用

する片町広場荷捌き駐車場のみとしたところである。今

後、新たな荷捌き駐車場を設置する際は、適正な位置で

費用対効果も踏まえて検討する。

(3) 監査結果の公表年月日 平成23年4月11日(平成23年監査公表第10号)

(4) 監査の結果及び措置の内容

監査の結果(指摘事項等) 措置の内容(改善等内容)

-人事評価制度の本格実施について

指摘事項

平成18年度給与構造改革に伴い導入された新たな人事 評価基準の明確化、苦情処理制度の確立等を図った上

評価制度は、昇給・昇格と結びつき、最終的に給与とし で、平成28年度から人事評価制度の本格運用を開始し、

て反映してはじめて、その実効性が担保されることから、 評価結果の給与への反映は、平成28年12月以降の勤勉手

現在試行中の人事評価制度を本格実施し、勤務実績に基 当、平成29年4月以降の昇給で行うこととし、その運用

づいた給与処遇ができるシステムを早期に構築する必要 については、既存の人事給与システムで対応することと

がある。 した。

(その 3)

平成28年 5月31日(1)措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等 企業局経営企画部経営企画課

(3) 監査結果の公表年月日 平成26年4月11日(平成26年監査公表第11号)

(4) 監査の結果及び措置の内容

監査の結果(指摘事項等)

.ガス事業における休止設備について

意見

措置の内容(改善等内容)

現在休止中または今後休止が見込まれるプラントにつ | 対象のプラントについては、稼働中のプラントとの共

いては、有姿除却処理または廃止届出を行う予定年度ま |有設備もあったため、撤去した場合の影響などを調査し

でに減価償却が完了するよう耐用年数の短縮や残存価額 |た上で、平成27年度末に全て休止させた。

の償却を行うことが健全な処理と考える。 I 平成28年度には、影響の無い部分から撤去工事に着手

-下水道事業における事業の財務状況、借金の負担につ

いて

意見

するとともに、有姿除却処理を行うため、所要の予算を

計上した。

水需要の減少が将来的に見込まれる中で、維持・更新 | 平成27年度に策定した経営戦略において、使用料収入

すべき施設設備の水準について、必要なコストをだれが |や企業債等の投資財源とのバランスを図りながら、必要

負担するのかといった観点から、今後、議論していくこ |な投資を実施していくための中長期的な投資・財源計画
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とが必要と思われる。

(その 4)

平成28年 5月31日

を明らかにし、今後10年間は現行の料金水準を維持する

こととした。

なお、投資計画の策定に当たっては、強靭な下水道シ

ステムの構築に向け、重要な管路及び施設の耐震化や、

ライフサイクルコストの低減を図る長寿命化対策等を推

進することとしている。

(1)措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等 環境局リサイクル推進課

(3) 監査結果の公表年月日 平成26年4月11日(平成26年監査公表第11号)

(4) 監査の結果及び措置の内容

監査の結果(指摘事項等)

.生ごみ処理機設置費補助について

意見

措置の内容(改善等内容)

他の中核市の状況も踏まえ、生ごみ処理機設置費補助 | 生ごみ処理機購入費補助については、平成27年度から、

の対象のあり方について検討する必要がある。 I補助率を 3分の lから 2分の lに、上限を 2万円から 3

-金沢 53ダイエットネットワークについて

意見

万円に引き上げるとともに、補助金交付の日から 5年経

過後であれば、更新費用についても補助対象とすること

で、制度の充実を図った。

金沢 53ダイエットネットワークの活動の現状を踏ま | 金沢 53ダイエットネットワークは、平成16年度に発

え、今後、この組織の活動に対し、市としてどのように |足して以来、多くの事業者や市民団体が参加し、ダンボー

関与していくのか検討すべきである。 ルコンポスト講座やリサイクルステーションの開催など、

ごみの減量化・資源化についての様々な活動を行ってき

たが、他事業との整理を行うとともに構成員個々の取組

を尊重するため、平成26年度をもってその活動を終了す

ることとした。

-金沢ごみゼロドットコム配信事業費について

意見

ごみ出し日のお知らせメールが着信されていない原因 | 金沢ごみゼロドットコム配信事業の有効性を高めるた

を明らかにし、実送信数を定期的に把握しサービスの有 |め、毎月、実送信数を把握するとともに、未送信メール

効性を確認するとともに、利用者側での何らかの対応が |数についても委託業者から毎月報告を求めることとした

必要なものはその旨を周知するように努めることが必要 |ほか、受信者側の受信設定など、未送信の主な原因と考

である。 Iえられる事由については、ホームページ上で周知を図る

(その 5)

(1)措置通知があった年月日

(2) 措置を講じた部局等

(3) 監査結果の公表年月日

(4) 監査の結果及び措置の内容

こととした。

平成28年5月31日

教育委員会生涯学習部生涯学習課

平成28年4月11日(平成28年監査公表第12号)
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監査の結果(指摘事項等) 措置の内容(改善等内容)

-キゴ山ふれあいの里研修館使用料の徴収事務について

指摘事項

キゴ山ふれあいの里研修館にあっては、利用者の年齢 キゴ山ふれあいの里研修館については、周辺施設との

により使用料が異なることから、身分証を提示させるな 統合により平成28年4月から、キゴ山ふれあい研修セン

ど、年齢を確実に確認することにより、利用者区分を特 ターとなったが、運用マニュアルの見直しを行い、使用

定し、適正な使用料を徴収すべきである。 料徴収に当たっては、必要に応じて、利用者の年齢を確

認できる身分証などを提示させることにより、年齢確認

を実施することとし、その記録を申請書に残すこととし

た。

平成28年(2016年)7月 1日印刷 発行人

平成28年(2016年)7月 1日発行 発行所

定価 120円 印刷所石川県金沢市玉鉾 4丁目 166番地

金沢市

金沢市役所

(株)共栄
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